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国 
民健康保険特別会計、 後期高齢者医療特別会計、 介護保険特別会計は、 前年度と比較して医療費が増となっています。

それぞれ、 前年度と比較すると、 国民健康保険特別会計は保険給付費が 3.3％の増、 後期高齢者医療特別会計は広域

連合への納付金が 2.5％の増、 介護保険特別会計は保険給付費が 2.9％の増となっています。

下水道事業特別会計および農業集落排水事業特別会計は、 有利な地方債への借り換えによるものや償還終了などに伴う公債

費が減となっています。

歳入 歳出 実質収支額

国民健康保険特別会計 54 億 2,058 万 2 千円（0.5％） 52 億 2,496 万円（1.1％） 1 億 9,562 万 2 千円

後期高齢者医療特別会計 6 億 5,961 万円（1.5％） 6 億 5,776 万1 千円（1.4％） 184 万 9 千円

下水道事業特別会計 10 億 9,423 万 9 千円（▲ 3.5％） 10 億 8,012 万 4 千円（▲ 3.0％） 1,411 万 5 千円

農業集落排水事業特別会計 4 億 2,639 万1 千円（▲10.0％） 4 億1,931万 2 千円（▲10.3％） 707 万 9 千円

介護保険特別会計 30 億 3,988 万 7 千円（2.5％） 30 億 2 万 8 千円（2.6％） 3,985 万 9 千円
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一般会計歳入

総額　　　 億　　　　 万　　　 千円

一般会計歳出

総額　　　 億　　　 万　 千円
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早期健全化

基準
財政再生

基準

実質赤字
比率

― 13.22 20.0

連結実質
赤字比率

― 18.22 30.0

実質公債費
比率

10.8 25.0 35.0

将来負担
比率

86.1 350.0 ―
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経営健全化
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水道事業
会計

― 20.0

下水道事業
特別会計

― 20.0

農業集落排水事業
特別会計

― 20.0

■健全化判断比率　※「―」表示は赤字なし

■資金不足比率　 ※「―」表示は資金不足額なし

財政健全化判断

基準をクリア
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市税
55 億 5,170 万 8 千円
32.2％ （1.1％）

繰入金
6 億 8,637 万 8 千円
4.0％ （52.6％）

繰越金
6 億 380 万 6 千円
3.5％ （▲ 48.4％）

その他
6 億 9,743 万 8 千円
4.0％ （23.0％）

[ グラフの表示 ]
・ 区分
・ 決算額
・ 構成比（前年度比）

地方交付税交付金等
44 億 8,648 万 4 千円
26.0％ （0.9％）

国庫支出金
21 億 3,430 万 2 千円
12.4％ （2.7％）

市債
18 億 8,740 万円
10.9％ （▲ 26.7％）

県支出金
9 億 7,415 万円
5.6％ （▲ 8.1％）

地方譲与税
2 億 3,829 万 8 千円
1.4％ （▲ 4.7％）

歳出

民生費
55 億 5,962 万 6 千円
34.3％ （2.2％）

総務費
27 億 4,293 万 6 千円
16.9％ （▲ 22.8％）

公債費
17 億 7,214 万 4 千円
10.9％ （0％）

土木費
15 億 7,257 万 2 千円
9.7％ （▲10.8％）

教育費
13 億 4,411 万 7 千円
8.3％ （▲ 24.2％）

消防費
10 億 6,611 万 5 千円
6.6％ （▲ 2.4％）

衛生費
9 億 5,972 万円
5.9％ （▲19.4％）

その他
5 億 4,624 万 8 千円
3.4％ （30.5％）

農林水産業費
6 億 4,045 万 6 千円
4.0％ （33.2％）


